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Ⅰ 北海道クリーン農業推進計画（第８期）について 

 

１ 計画策定の趣旨 

道は平成３年度、人と自然に優しい農業の確立を目指し、土づくりを基本に化学

肥料や化学合成農薬の使用を必要最小限にとどめるクリーン農業を全国に先駆け

て提唱しました。 

 

それから 30 年以上にわたり、クリーン農業が北海道農業の標準的な取組になるよ

う技術の開発や普及、消費者へのＰＲ活動に取り組んだ結果、令和５年度の北海道

における単位面積当たりの主要化学肥料及び農薬の使用量は平成３年度比でそ

れぞれ約５割減少しています。 

 

近年、地球温暖化に伴う気候変動や国際情勢の変化による資材価格の高止ま

り、農業者の高齢化や離農による一戸当たりの経営面積の拡大など農業を取り巻く

情勢は大きく変化しています。 

 

こうした中、国は新たな「食料・農業・農村基本法」において「食料安全保障の確

保」や「環境と調和のとれた食料システムの確立」を基本理念として明記しました。 

 

「北海道クリーン農業推進計画（第８期）」では、こうした農業を取り巻く情勢の変

化や国の政策の方向性を踏まえ、安定生産と環境負荷の低減を両立させる北海道

農業の実現に向け、道が進めようとする今後の施策の展開方向を示しています。 

 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は「第６期農業・農村振興推進計画(令和３年(2021 年)３月策定)」及び

「第５次北海道食の安全・安心基本計画(令和６年(2024 年)３月策定)」に沿った施

策別計画です。 

平成３年度（1991 年度）から概ね５年ごとに見直しを実施しています。 

 

 

３ 計画の期間 

令和７年度（2025 年度）から 12 年度（2030 年度）までとします。 
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資料：農林水産統計「農作物作付（栽培）延べ面積及び耕地利用率」（農林水産省）、  
   農薬要覧（日本植物防疫協会）、日本アンモニア肥料協会公表：都道府県別単肥及び複合肥料出荷実績  
１ 作付面積とは「作付け延べ面積」で飼肥料作物を除く   
２ 農薬年度 前年１０月～当該年９月、肥料年度 前年７月～当該年６月  
３ ｈａ当たり出荷数量は、耕地及び作付面積調査と農薬便覧、  
  日本アンモニア肥料協会公表により算出（道農政部食の安全推進局食品政策課）   
４ 農薬の種類の「その他」は、以下の合計  
  殺鼠剤、植物生長調整剤、農薬肥料、補助剤、殺虫殺菌植調剤、忌避剤、 

石灰その他（ただし、石灰窒素は含まない）、誘引剤  
５ 主要肥料は硫安、尿素、過リン酸石灰、高度化成、普通化成、NK 化成の合計   

■ 主要肥料及び農薬の単位面積当たりの出荷量推移  

■ 北海道クリーン農業推進計画の位置づけ  
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資料：農林水産統計「農作物作付（栽培）延べ面積及び耕地利用率」（農林水産省）、

H３年度比較で47.6％削減

H３年度比較で46.1％削減
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Ⅱ クリーン農業について 

 

１ クリーン農業とは 

（１）この計画における各用語の定義は、次のとおりです。 

 ① クリーン農業 

    堆肥等の有機物の施用などによる土づくりに努め、化学肥料や化学合成農薬

の使用を必要最小限にとどめながら、品質の高い農産物を安定的に生産する農

業 

 ② クリーン農産物 

    農産物のうち、クリーン農業の定義に沿って生産されたもの 

 

 ③ YES!clean 農産物表示制度（北のクリーン農産物表示制度） 

    北海道クリーン農業推進協議会が定めた表示制度で、クリーン農産物の栽培情

報をシンボルマークとともに消費者や実需者に伝えるもの 

 ④ YES!clean 農産物 

    クリーン農産物のうち、「北のクリーン農産物表示制度生産集団登録基準」に適

合して生産されたもの 

 

 ⑤ 特別栽培農産物に係る表示ガイドライン 

    国が定めたガイドラインで、生産過程等における節減対象農薬の使用回数及び

化学肥料の窒素成分量が、慣行レベルの５割以下で生産された農産物の表示ル

ール 

 ⑥ 特別栽培農産物 

    農産物のうち、特別栽培農産物に係る表示ガイドラインに沿って生産されたもの 

 

 ⑦ 有機農業 

    化学的に合成された肥料及び農薬を使用しないこと並びに遺伝子組換え技術

を利用しないことを基本として、農業生産に由来する環境への負荷をできる限り低

減した農業生産の方法を用いて行われる農業 

 ⑧ 有機農産物 

    農産物のうち、有機農業の定義に沿って生産されたもの 

 ⑨ 有機ＪＡＳ制度 

    ＪＡＳ法に基づき「有機ＪＡＳ」に適合した生産が行われていることを第三者機関が

検査し認証された事業者に「有機ＪＡＳマーク」の使用を認める制度 

 ⑩ 有機ＪＡＳ認証農産物 

    有機農産物のうち、有機ＪＡＳ制度の検査・認証を受けたもの 
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⑪ また、この計画においては（１）の①及び②のほか、①から⑩全体を指してクリーン

農業あるいはクリーン農産物としての記載もあります。 

 

 

 

  

■ クリーン農業の概念図 
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２ クリーン農業の環境負荷低減効果 

農業は、自然環境の恩恵を受けながら営まれる産業です。しかし、農産物の生産

過程において、過度に効率性を追求したり農業生産資材を不適切に利用した場

合、自然環境に負荷をかけるだけでなく農業生産基盤自体に負荷をかけるおそれ

があります。 

地球環境に対する関心が国内外で高まる中、クリーン農業に取り組み環境負荷

を低減することは、北海道の農業が消費者の信頼を得て持続的に発展する上で極

めて重要です。 

クリーン農業は、堆肥等の施用により、有機物を介して大気中の二酸化炭素を土

壌中にとどめる効果があり、地球温暖化の防止に貢献するとともに、化学肥料の使

用を必要最小限にとどめることは、河川や湖沼の富栄養化を抑制するほか、温室効

果ガスである一酸化二窒素の発生を抑え、地球温暖化の防止に貢献します。 

さらに、化学合成農薬の使用を必要最小限にとどめることは、微生物や昆虫類、

水生生物等を保護する効果があり、生物多様性の保全に貢献します。 

 

このほかクリーン農業の副次的な効果として、化学肥料や化学合成農薬の使用

を必要最小限にとどめることは、肥料散布や農薬散布などの作業を省力化する効果

のほか、資材価格の高騰時に農業経営への影響を緩和するなど、外的要因の影響

を受けにくい足腰の強い経営体の実現に繋がります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ 農業生産活動の主な環境リスク 



 - 8 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ クリーン農業による環境保全効果  

地 球 温 暖 化 防 止 の 効 果  

正味GHG排出削減量量

（tCO２-eq/10a）

 ばれいしょ 0.647～0.694

 大豆 0.647～0.694

 えだまめ 0.647～0.694

 たまねぎ 0.666～0.714

 かぼちゃ 0.657～0.704

 その他 0.638～0.752

作物

YES!clean 登録集団の畑作・露地野菜畑に
おける正味 GHG 排出の削減量の試算

注1 H28～R2年平均（北海道クリーン農業推進協議会調べ）

注2 土壌窒素肥沃度「中」、かつ堆肥由来のN2O排出係数が

高い場合と低い場合の試算

資料：北海道立総合研究機構「クリーン農業による畑地からの温室効果ガスの排出抑制効果」 

（R4（2022））  

資料：北海道立総合研究機構「天敵生物の発生量増加によるクリーン農業の環境保全効果の確認

（H24（2011））  

生 物 多 様 性 保 全 の 効 果  
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注1 H28～R2年平均（北海道クリーン農業推進協議会調べ）

注2 土壌窒素肥沃度「中」、かつ堆肥由来の

高い場合と低い場合の試算

N2O CO2
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Ⅲ クリーン農業の現状と課題 

 

１ 安定生産と環境負荷低減の両立 

（１）現状 

○ 地球温暖化の影響による気候変動、農業資材価格の高止まり、一戸当たりの経営

面積の増加など農業を取り巻く情勢が変化しています。 

○ 国は令和３年にみどりの食料システム戦略を策定し、生産力向上と持続性の両立

をイノベーションで実現することを掲げているほか、令和６年に食料・農業・農村基本

法を改正し、食料安全保障の確保と環境と調和のとれた食料システムの確立を基本

理念に掲げています。 

○ 道は平成３年度から道立農業試験場（平成 22 年度から(地独)道総研農業研究本

部）においてクリーン農業技術を開発し、令和５年度までに 422 の成果を発表してい

ます。 

○ 開発されたクリーン農業技術は道の『施肥ガイド』や『農業生産技術体系』、『クリー

ン農業技術体系』の基礎となっており、農業改良普及センターを通じて広く全道に

普及されています。 

○ その結果、単位面積当たりの化学肥料と農薬の使用量は、令和５年度には平成３

年度比で化学肥料、農薬ともに約５割減少しましたが、近年は減少幅が縮小し下げ

止まりの傾向にあります。（Ｐ４下段のグラフ参照） 

○ 農作業の省力化や精密化を可能とするスマート農業技術が急速に普及していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：農業物価統計（令和２年基準）「類別月別年次別価格指数」（農林水産省）  

■ 日本の年平均気温偏差の経年変化  

資料：「日本の年平均気温偏差の経年変化（1898〜2023 年）」（気象庁） 

■ 農業生産資材価格の推移 
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（２）課題 

○ 化学肥料や化学合成農薬の使用量を更に削減するためには、新たな技術を活用

した栽培技術や病害に抵抗性を有する品種の開発が必要です。 

○ 開発に当たっては、地球温暖化による気候変動への適応や、スマート農業技術の

活用による農作業の省力化や精密化を実現することが必要です。 

○ 開発した技術の普及に当たっては、技術を導入した場合に必要となる経費や労働

力を考慮し、利益の向上につながることが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ クリーン農業技術の開発状況 

資料：「クリーン農業・有機農業の技術開発体系と成果」（道食品政策課） 
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２ クリーン農業に対する理解醸成 

（１）現状 

○ 道は平成３年度、クリーン農業を推進する母体として、農業団体、経済団体、流通

事業者、消費者団体等を構成員とする北海道クリーン農業推進協議会を設立し、

約 30 年間にわたって、クリーン農業が北海道農業の標準的な取組になるよう各般の

施策を推進してきました。 

○ クリーン農業が広く道内の農業者に普及したことにより、化学肥料や化学合成農薬

の使用を必要最小限にとどめて生産した農産物を広く消費者に届けることができる

ようになっています。 

 

（２）課題 

○ クリーン農業が北海道農業の標準的な取組になるためには、農業者がクリーン農

業に取り組み、消費者がクリーン農産物を購入することで環境負荷の低減に貢献す

ることについて、農業者、消費者及び流通業者の理解を醸成していくことが必要で

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ 北海道クリーン農業推進協議会の概要 
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３ YES!clean 農産物表示制度や特別栽培農産物表示制度の推進 

（１）現状 

○ 北海道クリーン農業推進協議会は平成 12 年度（2000 年度）、クリーン農業技術を

活用し、化学肥料や化学合成農薬の使用を必要最小限にとどめて生産された農産

物に統一シンボルマークを表示して消費者や流通業者にアピールするYES!clean農

産物表示制度を創設しました。平成 16 年度（2004 年度）からは、化学肥料の使用

量や化学合成農薬の使用回数の基準を定め、統一シンボルマークにこれらを併記

して流通しています。 

○ また、同協議会では、消費者に一層 YES!clean 農産物をアピールするため、ＰＯＰ

やパンフレット、イメージキャラクターを活用し、量販店の売り場や食関連のイベント、

消費者への出前講座などによりＰＲ活動を行うほか、流通・販売業者に対して産地

情報の提供などを行っています。 

○ 一方、YES!clean 農産物の生産面積は、平成 29 年度の 18,390ha をピークに、農

業者の高齢化や離農により、令和５年度は 15,428ha に減少しています。 

○ こうした中、国は化学肥料、化学合成農薬双方を慣行の５割以上減らして栽培し

た農産物を「特別栽培農産物」と表示するためのガイドラインを定め、環境保全型農

業を推進しています。 

○ 近年は、YES!clean 農産物の生産に取り組んでいた生産者が、特別栽培農産物

等の生産に移行する事例も生じています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ YES!clean 登録生産集団及び作付面積の推移  

資料：北海道クリーン農業推進協議会調べ 

■ YES!clean 制度の概要 

YES！clean マーク表示例 YES！clean 表示制度の登録基準の主な特色 
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（２）課題 

○ クリーン農業の取組が拡大するよう、YES!clean 農産物の生産を拡大することが必

要であるとともに、いわゆる慣行栽培から有機農業まで、生産者個々の経営や考え

方に沿った多様なクリーン農業の推進を図ることが必要です。 

○ 併せて、特別栽培農産物の生産面積について、道で把握できる仕組みを構築す

ることが必要です。 

○ YES!clean 農産物を使った加工品を商品化するなど、１年を通じて消費者に届けら

れることが重要です。 

○ YES!clean 農産物を買うことが環境負荷低減に寄与することについて消費者の理

解醸成を図ることが必要です。 

○ YES!clean 農産物の温室効果ガス削減効果を消費者及び流通業者にアピールし

て、YES!clean 農産物の価値をより高めることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ YES!clean マーク表示の加工食品の概要 

資料：北海道クリーン農業推進協議会調べ 
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  農業試験場公開デーでのパネル展示         北海道議会庁舎でのパネル展示 

   (R6.8 月、長沼町)                               (R6.8 月、札幌市) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

親子向け体験イベント出展（全道段階）      親子向け体験イベント出展（地域段階） 

(R6.11 月、札幌市)                (R5.8 月、旭川市)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  高等学校への出前講座           東京都における消費者向けイベント出展 

  (R6.1 月、室蘭市)               (R6.11 月、東京都)  

  

■ YES!clean 農産物への消費者理解醸成の取組 
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４ 有機農産物の生産拡大 

（１）現状 

○ 道は有機農業を推進するため、平成 16 年度（2004 年度）から有機農業者と消費

者との交流促進や有機農業の情報発信、有機農業技術の開発に取り組んできまし

た。 

○ 平成 19 年度（2007 年度）には「有機農業の推進に関する法律」に基づく「北海道

有機農業推進計画」を策定し、有機農業を北海道の重要な農業形態の一つとして

位置付け各般の施策を展開してきました。 

○ 有機農業に取り組む農業者数は令和４年度に 459 戸、取組面積は 7,431ha とな

っています。 

○ 有機ＪＡＳ認証を受けた農業者数は令和４年度に 332 戸、取組面積は 6,226ha で

あり、ともに全国１位です。 

○ 近年、有機ＪＡＳ認証の表示がされた加工品が販売されるほか、大手量販店などに

有機農産物専用の棚が設置されるようになるなど、有機農産物への需要が拡大して

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ 有機ＪＡＳ農産物制度の概要 

資料：「有機農業をめぐる事情」（農林水産省） 

■ 道内の有機農業取組農業者数 

及び取組面積の推移  

■ 全国及び道内の有機ＪＡＳ認証農業者数 

及び認証面積の推移  

資料：道 食品 政策課 調べ 資料：「 県別 有機認 証事業 者数 」 及び「 国 内におけ る有 機 JAS ほ場の 面積」 （農林 水 産省） 

417
498

6,563

7,431

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

0

500

1000

1500

H26 27 28 29 30 R元 2 3 4

農家戸数（実数）

取組面積（ha）

（ha）（戸数）

300 304
332

3,790

3,703

3,936

0

1000

2000

3000

4000

5000

H26 27 28 29 30 R元 2 3 4

北海道 全国

（戸数）

3,650

5,434

6,226

12,027

14,136

15,276

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H26 27 28 29 30 R元 2 3 4

北海道 全国

（ha）



 - 16 - 

（２）課題 

○ 有機農産物への需要に応えていくため、有機農業への転換・参入、定着を推進し

ていくことが必要です。 

○ 有機農業に取り組む生産者相互の連携や情報共有のため、地域はもとより広域的

なネットワーク活動の推進が必要です。 

○ 除草などの作業負担を軽減する技術、ＩＣＴ、ＡＩ等の先端技術を活用した有機栽

培技術及び有機農業に活用できる品種の開発などが必要です。 

○ 有機農産物の販路は生産者ごとに形成されていることが多いことから、有機農産物

に対する様々な需要の情報が様々な生産者に迅速に伝わる環境作りを支援する必

要があります。 

○ 消費者の有機農産物に対する需要は「安全・安心」によるものが多い一方、「環境

負荷の低減に貢献すること」による需要は少ないことから、消費者への啓発を通じて

需要の拡大を図ることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 有機農業技術現地研修会            有機農業ネットワーク全道交流会 

    (R6.8 月、岩見沢市・新篠津村)        (R6.3 月、札幌市)  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  「食べる・たいせつフェスティバル」での PR 活動    現地研修          

【道南有機農業ネットワーク】         【とかちオーガニック振興会】 

(R6.9 月、函館市)               (R6.7 月、帯広市・音更町)  

■ 全道段階でのネットワーク活動の取組  

 ■ 地域段階でのネットワーク活動の取組  
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５ クリーン農産物の販売拡大 

（１）現状 

○ 消費者の環境に対する意識の高まりから、環境に配慮した農産物に対する需要が

世界的に大きくなっています。 

○ 道は「北海道食の輸出拡大戦略」において、生産者や事業者、支援機関等が連

携しながら農畜産物・農畜産加工品（日本酒含む）の輸出拡大に取り組むこととして

います。 

○ 輸出に当たっては、輸出先国の農薬の残留基準等をクリアすることが求められます

が、農薬の使用を必要最小限にとどめているクリーン農産物は、高い競争力が期待

されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ 日本の有機食品市場規模推計値の推移 

資料：「有機農業をめぐる事情」（農林水産省） 

資料：「有機農業をめぐる事情」（農林水産省） 

■ 世界の有機食品売上の推移 
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（２）課題 

○ 国内の量販店や食品加工事業者からの需要に対応できる産地づくりが必要です。 

○ 農産物の輸出に当たっては、輸出先の国や地域の残留農薬基準などに対応でき

ることが必要であり、生産農場に対して国際水準ＧＡＰの認証を求められる場合があ

ります。 

○ 日本の有機ＪＡＳ認証を受けていれば「有機」や「organic」と表示することが可能で

ある国や地域もあることから、有機ＪＡＳ認証を受けていることが重要です。 

○ 農産物を輸出する場合、想定する国や地域に向けて道内のクリーン農業や有機

農業の取組をＰＲすることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ 全道の国際水準ＧＡＰ推移 

資料：道食品政策課調べ 

■ 日本の有機ＪＡＳ認証制度と同等として取り扱う国や地域の概要  

資料：「有機食品の検査認証制度について」（農林水産省） 
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Ⅳ 施策の推進方針と展開方向 

  農産物の安定生産と環境負荷の低減を両立させるクリーン農業が北海道農業の標

準的な取組としてさらに拡大することを目指し、次に掲げる推進方針と展開方向に

基づき各般の施策を推進します。 

 

１ 安定生産と環境負荷低減を両立させる技術の開発と普及 

（１）推進方針 

  (地独)道総研農業研究本部と連携し、農産物の安定生産と環境負荷低減を両

立させるクリーン農業技術を開発し、農業改良普及センターを通じて普及します。 

また、担い手の減少に対応するため、スマート農業技術を活用し省力化と精密化

を推進します。 

 

（２）目標指標 

   

目標指標 
現在 

Ｒ５年度(2023 年度) 

目標 

Ｒ12 年度(2030 年度) 

単位面積当たりの 

化学肥料・農薬使用量 

肥料：392.8kg/ha  

農薬：30.5kg/ha 

肥料：374.6kg/ha  

農薬：26.8kg/ha 

 

 

（３）展開方向 

ア クリーン農業技術の開発 

○ 土壌診断の簡便化、施肥法の高度化及び緑肥や道内の有機質資源の活用な

どによる化学肥料の削減に向けた技術の開発を推進します。 

○ 耕種的、生物的、物理的な方法を組み合わせて防除を行う総合的病害虫雑草

管理（ＩＰＭ）による、化学合成農薬の削減に向けた技術の開発を推進します。 

○ 気候変動に適応する品種や生産技術の開発を推進します。 

○ 窒素の利用効率や病害虫への抵抗性に優れた品種の開発を推進します。 

  

イ スマート農業技術の活用 

○ 各種センサーを活用した施肥の省力化と精密化を推進します。 

○ 気象データを活用した主要病害の発生予察など、病害虫防除の省力化と精密

化を推進します。 

  

ウ クリーン農業技術の普及 

○ 施肥に係る研究成果の蓄積により策定された「北海道施肥ガイド」を活用し、施

肥量が必要最小限となる技術を普及します。 

○ 総合的な病害虫防除に係る研究成果の蓄積により策定された「北海道指定有

害動植物等総合防除計画」や「北海道農作物病害虫・雑草防除ガイド」を活用
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し、化学合成農薬の使用が必要最小限となる技術を普及します。 

○ 効果的な病害虫防除に資するため、北海道病害虫防除所から病害虫発生予

察情報を発出します。 

○ 技術の導入に意欲のある産地に対し、技術導入の際の経済的評価や現地実

証、栽培基準づくりを支援します。 

○ 技術の普及に当たっては、農業者の利益の向上に繋がるよう、取り組みます。 

  

エ 支援事業の活用 

○ 国の「環境保全型農業直接支払交付金」等を活用し、有機農産物や特別栽培

農産物（農薬・化学肥料不使用栽培を含む）の生産拡大による地球温暖化の防

止と生物多様性の保全を推進します。 
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２ クリーン農業に対する理解醸成 

（１）推進方針 

   クリーン農業に取り組む意義や必要性を農業者に発信するとともに、クリーン農産

物を購入することで環境負荷の低減に貢献することを消費者や流通業者に周知す

ることにより、クリーン農業に対する理解醸成を図ります。 

 

（２）目標指標 

   

目標指標 現在 
目標 

Ｒ12 年度(2030 年度) 

クリーン農業の環境負

荷低減効果を学んだ児

童・生徒数 

※新たな取組のため、

実績なし 
のべ 134,000 名 

 

 

（３）展開方向 

○ 農業者に向け、クリーン農業に取り組むことが環境負荷の低減や経営的なメリット

に繋がることや、スマート農業技術を活用して作業の省力化や精密化を図ることにつ

いて情報発信を行い、理解醸成を図ります。 

 

○ 消費者や流通業者に向け、クリーン農業の環境負荷低減効果やクリーン農産物を

購入することによって環境負荷の低減に貢献できること、クリーン農産物に対する合

理的な価格形成に関することについて情報発信を行い、理解醸成を図ります。 
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３ YES!clean 農産物表示制度や特別栽培農産物表示制度の推進 

（１）推進方針 

道独自の表示制度である「YES!clean 表示制度」に対する理解醸成と需要拡大、

特別栽培等を含む多様なクリーン農業の推進に取り組みます。 

 

（２）目標指標 

   

目標指標 
現在 

Ｒ４年度(2022 年度) 

目標 

Ｒ12 年度(2030 年度) 

YES!clean 及び特別栽

培農産物の作付面積 
29,300ha 38,000ha 

 

（３）展開方向 

○ 産地における YES!clean 表示制度の周知に加え、栽培基準づくりの支援を進め、

YES!clean 農産物の生産拡大を図ります。 

○ 新たな作物生産に取り組む産地に対し、YES! clean 登録基準を参考にした産地

づくりを促します。 

○ 特別栽培や有機農業の取組への端緒となるよう、YES!clean の取組を推進します。 

○ 国の「みどりの食料システム戦略推進交付金」や「環境保全型農業直接支払交付

金」、「環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の

促進等に関する法律」（以下「みどりの食料システム法」という。）に基づく認定制度を

活用して多様なクリーン農業を推進します。 

○ 特別栽培農産物の生産面積について、市町村の協力を得て把握する仕組みを構

築します。 

○ 食品加工事業者へのＰＲやマッチングを行い、YES!clean マークを表示した加工食

品の拡大を推進します。 

○ 地域の農産物直売所等と連携し、YES!clean マークを表示した農産物や特別栽培

農産物のＰＲを行い、環境に配慮した農産物を選び購入するよう消費者の行動変容

を促します。 

○ 地域の小中高校と連携し、学校給食への利用促進や食育の取組を通じて若年層

へのＰＲを行い、親世代への波及により YES!clean 農産物への理解醸成と消費拡大

を図ります。 

○ YES!clean 農産物の温室効果ガス削減効果を農業者、消費者及び流通業者へア

ピールし、YES!clean 農産物の価値をより高めていきます。 
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４ 有機農産物の生産拡大 

（１）推進方針 

地球温暖化の防止と生物多様性の保全に効果の高い有機農業への新規参入

や転換を促進し、需要に応える有機農産物の生産を推進します。 

 

（２）目標指標 

   

目標指標 
現在 

Ｒ４年度(2022 年度) 

目標 

Ｒ12 年度(2030 年度) 

有機農業取組面積 7,431ha 11,000ha 

 

 

（３）展開方向 

○ 総合振興局、振興局単位での有機農業者等による情報交換や研修活動、ＰＲ販

売会などネットワーク活動の充実を促進するとともに、全道レベルの交流会を通じた

有機農業者の相互協力関係の構築を推進します。 

○ 有機農業を志す移住希望者を積極的に受け入れ活かそうとする地域を広く全国

に紹介します。 

○ 国の「みどりの食料システム戦略推進交付金」を活用して有機農業への転換を推

進するとともに、「環境保全型農業直接支払交付金」やみどりの食料システム法に基

づく認定制度を活用して有機農業の取組を支援します。 

○ 雑草管理の機械化や環境制御などによる省力化技術の開発、ＩＣＴを活用した生

育診断や土壌診断技術の開発、病害虫抵抗性品種の開発を行います。 

○ 道のホームページや啓発資料等を活用して、有機農業に関する情報を発信しま

す。 

○ 有機農産物のＰＲ・販売や、農作業体験等のイベントを実施し、有機農産物を購

入することで環境負荷の低減に貢献することなど、有機農業に対する消費者の理解

を醸成します。 

○ 有機農産物の安定的な販路を確保するため、有機農業者と流通業者の商談の場

を提供します。 
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５ クリーン農産物の販売拡大 

（１）推進方針 

   経営に応じたクリーン農業の拡大に取り組み、量販店などの需要や輸出先国の

農薬の残留基準等の規制にも対応できる産地づくりを推進します。 

また、需要側から求められる認証の取得を推進します。 

 

（２）目標指標 

   

目標指標 
現在 

Ｒ５年度(2023 年度) 

目標 

Ｒ12 年度(2030 年度) 

国際水準ＧＡＰ 

(J・ASIA)の認証農場 
320 農場 415 農場 

 

（３）展開方向 

○ 国内量販店や食品加工事業者からの需要に対応できる産地づくりを推進します。 

○ 輸出事業者及び産地と連携して北海道食の輸出拡大戦略が掲げる「輸出のため

の安定的な生産に取り組む戦略的な産地」を育成し、輸出先国の農薬の残留基準

などに対応できるクリーン農産物の生産を推進します。 

○ 農業団体と連携してＧＡＰの指導体制を整備し、農業者が「ＧＡＰをする」「ＧＡＰ認

証を取る」ことを支援します。 

○ 有機ＪＡＳ認証を自国・地域の有機認証と同等のものとして扱う国や地域への輸出

に向け、有機ＪＡＳ認証の取得を促します。 

○ 輸出を想定する国や地域に向けて、道内のクリーン農業や有機農業の取組をＰＲ

します。 

○ 輸出に取り組む産地に対し、海外でのクリーン農産物に対するニーズを共有し、国

の事業なども活用しながら試験輸出に取り組みます。 
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Ⅴ 計画推進のための各段階の取組 

 

１ 全道段階の取組 

   農業者や消費者等に対し、持続的な社会に貢献するクリーン農業に対する理解

醸成を図るとともに、北海道立総合研究機構と連携しクリーン農業技術の開発を推

進し、その技術を農業者へ普及していきます。 

   また、北海道クリーン農業推進協議会が推進する YES!clean 表示制度の運営や

YES!clean 農産物及び加工食品のＰＲ活動を支援すること、特別栽培や有機農業

業に取り組む農業者の実態把握、有機農業への参入・転換・定着の促進や有機農

産物の販路の確保及び消費者の理解醸成を推進します。 

 

２ 総合振興局及び振興局段階の取組 

    総合振興局及び振興局管内の農業関係機関・団体で構成する「地域営農指導

対策協議会」や「地域農業技術支援会議」などとの連携により、新たなクリーン農業

技術のニーズ調査及び開発されたクリーン農業技術を普及するとともに、地域にお

ける YES!clean 農産物のＰＲ活動、特別栽培や有機農業に取り組む農業者の実態

把握及び有機農業者のネットワーク活動を支援します。 

 

３ 市町村段階の取組 

  市町村、農業協同組合及び農業者等で構成する市町村クリーン農業推進協議会

として、登録集団が行う YES!clean 農産物表示の適切な運営を支援するとともに登

録を目指す生産集団への技術支援・指導などを行うほか、特別栽培や有機農業に

取り組む農業者の実態把握など推進体制の整備を行います。 
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用 語 解 説 

（五十音順） 

 

＝あ＝ 

 

□ ICT 

Information and Communication Technology 

情報や通信に関する技術の総称。単なる情報処理にとどまらず、ネットワーク通信を

利用した情報や知識の共有を重要視している。 

 

□ 栄養診断 

  適時に適切な施肥を行うため、土壌からの養分の供給量に応じて濃度が変化する

作物の部位を分析し、その状態を把握すること。 

 

□ AI 

Artificial Intelligence 

人工知能のこと。学習・推論・判断といった人間の知能の持つ機能を備えたコンピュ

ーターシステム。 

 

□ ＳＤＧｓ（エスディージーズ：持続可能な開発目標） 

  Sustainable Development Goals 

平成 27 年(2015 年)９月の国連サミットで採択された、2030 年までの先進国を含む

国際社会全体の開発目標。17 のゴール（目標）とその下位目標である 169 のターゲッ

トから構成される。すべての関係者（先進国、途上国、民間企業、ＮＧＯ、有識者等）の

役割を重視し、「誰一人取り残さない」社会の 実現をめざして、経済・社会・環境をめ

ぐる広範囲な課題に統合的に取り組むこととしている。 

 

□ 温室効果ガス 

地表から放射される赤外線を吸収し、吸収した熱を再び地表に向かって放射するこ

とで、地表を暖める効果を有する気体。温室効果ガスの適度な温室効果により地球の

生態系が保たれる一方、人間活動によって増加した温室効果ガス（二酸化炭素、メタ

ン、一酸化二窒素、フロンガス）は、地球温暖化の原因と考えられている。 

  なお、我が国の温室効果ガス排出量のうち農林水産分野からは 3.9％を占める。 

 

＝か＝ 

 

□ 気候変動 

地球の大気の組成を変化させる人間活動に直接又は間接に起因する気候の変化

であって、比較可能な期間において観測される気候の自然な変動に対して追加的に
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生ずるもの 

 

□ 気候変動の緩和 

温室効果ガスの排出量の削減または吸収量の拡大によって、気候変動を極力抑制

すること 

 

□ 気候変動への適応 

気候変動の影響による被害を少なくすること 

 

□ GAP 

  Good Agricultural Practices（望ましい農業の実践） 

生産の各工程の実施、記録、点検及び評価を行うことにより、農業生産を改善して

いく取組のこと。経営の改善や効率化につながることが期待される 

 ◇ GAP をする 

   GAP に取り組むこと。第三者認証をとる（とらない）は関係ない 

 ◇ GAP 認証をとる 

   GAP の第三者認証を受けること。GAP を実施していることが客観的に証明される 

 ◇ GAP 認証制度 

   国際規格（ISO）に基づき運営されている民間の認証制度のうち GAP に係るもの

日本では、JGAP、ASIAGAP、GLOBALG.A.P.の３種類の認証制度が普及している 

 ◇ JGAP 

   GAP 認証制度のうち、一般財団法人日本 GAP 協会が運営しているもの 

 ◇ ASIAGAP 

   GAP 認証制度のうち、一般財団法人日本 GAP 協会が運営しているもの 

   GFSI（Global Food Safety Initiative）の承認を受けている 

 ◇ GLOBALG.A.P. 

   GAP 認証制度のうち、フードプラス社（ドイツ）が運営しているもの 

GFSI（Global Food Safety Initiative）の承認を受けている 

 ◇ GFSI 

Global Food Safety Initiative 

食品関連のグローバル企業が、食品安全の向上と消費者の信頼強化を図るため

に作った民間組織。食品安全管理の基準を策定している。GAP 等の認証制度が

GFSI の基準を満たしているかを承認する活動も行っており、承認を受けた GAP 等の

認証制度の認証を受けていれば、GFSI の食品安全管理の基準を満たしたことにな

る。GFSI の承認を受けている GAP 認証制度は、ASIAGAP、GLOBALG.A.P.、

CanadaGAP など 

 ◇ 国際水準 GAP 

   GAP のうち国際的に求められる水準のもの、として農林水産省がガイドラインを示

して普及を推進しているもの。取組を認証する制度はないが、農林水産省は様々な

主体が運営している GAP の規格が当該ガイドラインに準拠しているか確認する手続
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をしている。食品安全、環境保全、労働安全、人権保護、農場経営管理の５分野に

取り組むことが求められる。 

 

□ クリーン農業技術体系 

クリーン農業の取り組み拡大を図るため作物ごとのクリーン農業技術を体系的にとり

まとめたもの 

 

□ 高温障害 

農作物が通常よりも高温下で生育することにより、トマトの肩部の着色不良や 大根

の内部褐変、いちごの奇形果などの生理的な障害が発生する。地球温暖化の影響で

発生が増加することが懸念されており、高温耐性を持つ新たな品種開発や高温下での

生産安定技術の開発が求められている。 

 

□ 合理的な価格 

農業者、食品事業者、消費者等により、食料の持続的な供給に要する合理的な費

用が考慮された価格 

 

＝さ＝ 

 

□ 残留農薬基準 

食品中に含まれることが許される残留農薬の限度量。食品衛生法に基づき設定さ

れ、基準値を超える食品の流通は禁止される。日本と諸外国や地域で残留基準値が

異なる場合があり、日本の基準値を満たしていても輸出先国や地域の基準を満たせな

い場合がある。 

 

□ 北海道指定有害動植物等総合防除計画 

植物防疫法に基づき道が策定した計画。国の基本指針のほか「北海道農作物病害

虫・雑草防除ガイド」や「北海道クリーン農業技術体系」を元に策定されている。 

 

□ 食育 

様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を有し、健全な食生 活

を実践することができる人を育てること。 

 

□ 北海道食の輸出拡大戦略 

北海道ブランドの浸透や市場の拡大に弾みをつけ、輸出に携わる事業者や担い手

の裾野を広げることにより、北海道の食の輸出をさらに成長させ、道内食関連産業の

持続的な発展を図るための戦略 

 

□ スマート農業 

ロボット技術や ICT 等を活用して、超省力・高品質生産を実現する新たな農業 
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□ 生物多様性 

生態系や生息環境などに様々な生物が相互関係を保ちながら存在していること。 

生態系（森林･湿地･湖沼など）、種（動物、植物、微生物など）、遺伝子（ある種の中の

個体差）の３つの視点から説明される。 

 

□ 生物的防除資材 

自然界において、２種生物間で、片方がもう片方を特異的に食べるという関係がある

場合に、食べられる側からみて食べる側の昆虫を指す。有機ＪＡＳ規格で使用が認めら

れている天敵等生物農薬は、病害虫・雑草の防除に利用される微生物、天敵、寄生

昆虫などを施用しやすく、かつ、効力を発揮しやすいよう製剤化したもの。 

 

□ 北海道施肥ガイド 

道が作成した施肥標準等を示した技術指導書。良質な農産物の安定供給、生産コ

ストの低減及び環境負荷の軽減に配慮した合理的な施肥管理･土壌管理を推進する

ことを目的に、主要な作物について、地帯別･土壌別の標準的な施肥量、土壌診断や

作物栄養診断に基づく施肥対応などを示している。 

 

□ センシング技術 

センサーを利用して、気象や電磁波、画像など様々な情報を収集、活用する技術。

農業分野では、衛星画像等を用いたセンシングデータとほ場履歴や作物の生育デー

タを組み合わせて解析して最適な栽培管理や作業計画の策定に活用したり、ドローン

により撮影した画像を分析してピンポイントで行う防除や施肥などに活用するなど、生

産性や品質の向上への利用が期待されている。 

 

□ 総合的病害虫・雑草管理（ＩＰＭ）技術 

Integrated Pest Management 

利用可能なすべての防除技術を、経済性を考慮しつつ慎重に検討し、病害虫・雑 

草の発生増加を抑えるための適切な手段を総合的に講じて、人の健康に対するリス 

クと環境への負荷を軽減あるいは最小にする水準にとどめる技術。病害虫・雑草の発 

生しにくい環境を整える予防的措置、防除要否及びタイミングの判断、生物的防除

（天敵やフェロモン等の利用）や化学的防除（農薬散布等）、物理的防除（光防除や太

陽熱利用消毒等）など様々な手法を組み合わせた防除の３点の取組を行うことが基本

である。 

 

＝た＝ 

 

□ 地球温暖化 

大気中に含まれる温室効果ガスの影響により、地球全体の平均気温が上昇してい

る現象のこと 
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□ 地方独立行政法人北海道立総合研究機構 

平成 22 年(2010 年)４月に 22 の道立試験研究機関が統合した道出資 100％の地

方独立行政法人。産業分野別に６つの研究本部があり、農業研究本部には、５農業

試験場（中央・上川・道南・十勝・北見）及び酪農試験場、畜産試験場、花・野菜技術

センターの８つの試験場がある。 

 

□ 土壌への炭素貯留 

農地に施用される堆肥や緑肥、農作物の残渣等の有機物は、多くが微生物によ  り

分解され大気中に放出されるものの、一部が分解されにくい土壌有機炭素となり長期

間土壌中に貯留される。堆肥や緑肥等の施用による土づくりを通じた土壌への炭素貯

留の促進は、農林水産省地球温暖化対策計画において、農地土壌吸収源対策に位

置付けられている。 

 

□ 土壌診断 

圃場から採取した土壌の養分状態を化学分析によって測定し、その結果を土壌タイ

プごとに設定された作物生育の基準と比較して、適正な施肥管理法を提示すること 

 

＝な＝ 

 

□ 農業生産技術体系 

全道及び道内各地域における農業振興計画、営農累計、経営指標等を作成する

際の参考として、基礎資料となる標準的な農業生産技術と農畜産物加工技術の体系

を整理したもの 

 

＝は＝ 

 

□ 病害虫発生予察 

病害虫の発生状況、気象、作物の生育状況等に関する調査を実施し、調査結果 

を解析して病害虫のその後の発生を予測し、これに基づく情報を関係者に提供するこ

と。 

 

□ 北海道病害虫防除所 

植物防疫法第 32 条の規定により設置している道の出先機関。北海道立総合研究

機構からの情報や札幌管区気象台からの気象予報等に基づき、主要病害虫の発生

量や発生時期の予測をするとともに、必要な防除対策を関係機関・団体等に提供する

病害虫発生予察の業務や、農薬安全使用の推進、国内未侵入病害虫の警戒調査な

どを行っている。 
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□ 富栄養化 

生活排水や工場排水、農業排水などに含まれる窒素やリンなどの栄養物が湖沼 

や内湾などへ流れ込み、水中の植物性プランクトンや水生植物が増殖、繁茂すること。

富栄養化により水中の溶存酸素が不足すると、魚類等が死亡するなどの影響が生じ

る。 

 

□ 北海道における有機質資材利用ガイド 

平成 17 年(2005 年)３月に道が作成した有機質資材の利用に関する技術指導書。 

有機質資材がより適切に利用され、土づくりに役立てられるよう、有機質資材の種類と

特性や施用基準、堆肥化のポイントと品質、環境への影響、実際の利用上の取扱など

について解説している。 

 

＝や＝ 

 

□ 有機質資源 

作物残渣、畜ふん堆肥、緑肥作物、搾油粕、魚粕など有機性の資源 

 

□ 有機同等性 

日本と諸外国の有機認証制度の同等性。諸外国の多くは、「有機」の名称表示を規

制しており、その国や地域の有機認証を受けた産品でなければ「有機」 と表示できな

い。 一方、国や地域間で有機の認証体制等について「同等性」が認められれば、他

の国や地域の有機認証を自国・地域の有機認証と同等のものとして取り扱うことが可

能とする仕組み。 

 

＝ら＝ 

 

□ 北海道緑肥作物等栽培利用指針 

  平成 16 年(2004 年)３月に道が作成した緑肥作物栽培に関する技術指導書。各緑 

肥作物の特性を十分に活かして、それぞれの地域で「土づくり」を基本とした環境にや

さしい農業が実践されるよう、後作緑肥や間作緑肥、休閑緑肥の栽培の要点や、イネ

科及びマメ科、アブラナ科など各緑肥作物の栽培利用指針などを解説している。 

 

□ ６次産業化 

  １次産業としての農林漁業と、２次産業としての製造業、３次産業としての小売業 

等の事業との総合的かつ一体的な推進を図り、地域資源を活用した新たな付加価値

を生み出す取組。 
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北海道クリーン農業推進計画（第８期）策定の経過等 

 

１ 趣旨 

  道では、有機物の施用などによる健全な土づくりを基本に、化学肥料や化学合成

農薬の使用を必要最小限にとどめる「クリーン農業」を平成３年から推進。 

  国は令和３年５月、持続可能な食料システムの構築に向け「みどりの食料システム

戦略」を策定。また、食料・農業・農村基本法改正案においては、基本理念として新

たに「環境と調和のとれた食料システムの確立」を掲げている。 

  こうした中「北海道農業・農村振興条例」及び「北海道食の安全・安心条例」に基づ

く、「北海道クリーン農業推進計画（第７期）」（令和２年度から令和６年度）の計画期

間が終了することから、これまでの取組の点検・評価を実施しながら、次期（第８期）

推進計画を策定することとした。 

 

 

２ 主な策定経過 

年 月 日 摘  要 

令和 6 年（2024 年） 7 月 29 日 第１回北海道食の安全・安心基本委員会 

・北海道クリーン農業推進計画の策定について

意見聴取 

             11 月 15 日 第２回北海道食の安全・安心基本委員会 

・北海道クリーン農業推進計画（第８期）素案に

ついて審議 

             12 月 9 日 北海道クリーン農業推進計画（第８期）素案に対

する道民意見募集（7 年 1 月 9 日まで） 

令和 7 年（2025 年） 2 月 3 日 第３回北海道食の安全・安心基本委員会 

・北海道クリーン農業推進計画（第８期）案につ

いて審議 

             3 月 北海道クリーン農業推進計画（第８期）公表 

 

 

  



 - 33 - 

これまでのクリーン農業推進計画の策定状況 

 

◎第１期 平成３～７年度：「北海道クリーン農業推進方向」 

（平成４年(1992 年)３月策定） 

 環境と調和した持続的な農業への転換を進めるため、地域の気象・土壌条件に即し

た栽培管理と化学肥料・化学合成農薬の適正使用を促進するとともに、各道立農業

試験場（現 北海道立総合研究機構）が連携して、農薬の３割減、化学肥料の３割減、

３つの品質の向上（安全、おいしさ、栄養価）を目標として、化学肥料や化学合成農薬

を必要最小限にとどめる技術（クリーン農業技術）の開発に着手。 

 また、農業団体や消費者団体などと一体となってクリーン農業を推進するため、平成

３年に「北海道クリーン農業推進協議会」を設立。 

 

◎第２期 平成８～12 年度「北海道クリーン農業推進方策」 

（平成８年(1996 年)３月策定） 

 土づくりを基本に、化学肥料や化学合成農薬を地域の慣行水準よりできるだけ低減

させる取組を促進させ、引き続き、クリーン農業技術の開発・普及を推進し、家畜ふん

尿処理利用の手引きを策定するなどして畜産分野における取組についても推進。 

 平成 12 年には、北海道クリーン農業推進協議会が、化学肥料・化学合成農薬の使

用を低減した農産物の生産を行う集団を登録する「YES!clean 表示制度」を制定。 

 

◎第３期 平成 13～17 年度「21 世紀クリーン農業推進方向」 

（平成 13 年(2001 年)３月策定） 

 開発されたクリーン農業技術の導入手引書や技術体系などを取りまとめ、農業改良

普及センター等を通じて普及・指導を行いながら、化学肥料や化学合成農薬の使用

低減の取組を促進。 

 平成 15 年には、「YES!clean 表示制度」を化学肥料や化学合成農薬の使用回数の

数値基準などを定めた制度へ改正。 

 さらに、平成 16年度からは、有機農業者と消費者との交流促進や、安定生産技術の

開発など、有機農業への取組を促進。 

 

◎第４期 平成 18～22 年度「北海道クリーン農業・有機農業推進プラン」 

(平成 18 年(2006 年)３月策定) 

 「YES!clean 表示制度」に登録された YES!clean 農産物の生産拡大に向け、農業者

等への技術指導や消費者等へのＰＲ活動を推進するとともに、有機農業についても、

農業者の育成や有機農産物の流通・消費の拡大に向けた取組を推進。 

 自然循環型畜産や環境と調和のとれた農業生産活動規範の実践、家畜排せつ物

の適正な処理・活用の促進など、クリーン農業等の取組を総合的に推進。 
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◎第５期 平成 22～26 年度「北海道クリーン農業推進計画」 

(平成 22 年(2010 年)12 月策定) 

 これまでのクリーン農業技術の開発推進に加え、化学肥料・化学合成農薬の使用を

５割以上削減する取組の拡大に向けて、高度なクリーン農業技術の開発・普及を推

進。 

 環境との調和に配慮したクリーン農業への道民理解を促進するため、クリーン農業に

よる環境保全への貢献を客観的に評価する手法を開発。 

 平成 23 年には、YES!clean 農産物の流通・消費の拡大を図るため、YES!clean 農産

物を原材料にした加工食品への YES!clean マークの表示を適用拡大。 

 

◎第６期 平成 27 年度～令和元年度「北海道クリーン農業推進計画」 

(平成 27 年(2015 年)３月策定) 

 クリーン農業が着実に広がっているため、これまで以上に環境保全効果が高いクリー

ン農業の取組を推進するとともに、安定した高度なクリーン農業の生産技術の開発を

推進。 

 YES!clean 農産物の生産及び流通・消費の拡大に力を入れるととともに、クリーン農

業が果たしている役割に対する道民の理解を深めていくため、クリーン農業による環境

保全効果を評価する手法を用いて、出前講座や水田の生き物調査などを通じて広く

道民に発信。 

 

◎第７期 令和２年度～令和６年度「北海道クリーン農業推進計画」 

(令和２年(2020 年)３月策定) 

 クリーン農業の更なる拡大に向け、クリーン農業に取り組む重要性を農業者に啓発す

るとともに、クリーン農業による温室効果ガスの発生抑制や生物多様性保全の効果な

どを消費者や流通・販売事業者に発信。 

 有機農業への参入・転換や有機農産物に対する理解の醸成、販路の確保等により

有機農業の拡大を推進。 

環境との調和など、持続的な社会づくりに貢献するクリーン農業の取組拡大に向け

国際水準ＧＡＰを推進 
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北海道クリーン農業推進協議会 ※審査、登録

表示制度審査会

市町村クリーン農業推進協議会 （市町村、農協等）

生産集団 ※栽培協定、栽培基準等

北 海 道

総合振興
局及び振
興局

(地独)北海道
立総合研究

機構農業試
験場

農業改良普及センター

連携

申請 登録 指導

申請 登録 指導
指導・助言

連携

連携

連携

YES !c lean表示

北のクリーン農産物（YES！clean）表示制度の概要 
 
１ YES！clean 表示制度とは 
  道内で生産された農産物を対象に、農産物ごとに定められた化学肥料･
化学合成農薬の使用の削減など、一定の基準を満たした生産集団が生
産･出荷する農産物に、「YES!clean マーク」を表示し、併せて化学肥料の
使用量や化学合成農薬の成分使用回数などの栽培情報を消費者へ知
らせる道独自の制度です。 

  北海道クリーン農業推進協議会が定める「北のクリーン農産物表示要
領」に基づいており、平成 12 年に制度がスタートし、16 年産からは全道
一律の数値基準に基づいた登録を行っています。 

 
２ YES！clean 表示対象農産物の要件 
 (1) 道内で生産されていること。 
 (2) 別に定める「登録基準」に適合していること。 
 (3) 生産集団の定める「栽培基準」に基づいて生産されていること。 
 (4) YES!clean 農産物とそれ以外の農産物と分別収穫・保管・出荷されて

いること。 
 
３ 登録生産集団の要件 
 (1) 表示を行う農産物を的確に生産、出荷する生産集団の管理体制が整備されていること。 
 (2) 生産集団の構成員が依拠すべき栽培基準を作成していること。 
 (3) 生産集団の構成員間で栽培協定を締結していること。 
 (4) 生産集団の構成員が栽培履歴を記帳することが確実であること。 
 (5) 生産集団のすべての構成員が、原則として前年に表示対象農産物を登録基準に適合して

生産した実績を有していること。 
 (6) 市町村クリーン農業推進協議会による指導体制が整備されていること。 
 
４ YES！clean 農産物登録基準の概要 
種  苗 ・遺伝子組換えのものを使用しないこと。 
土壌診断 ・定期的に土壌診断を実施し、診断結果に基づき、たい肥や化学肥料等を含めた

肥料の使用量（「総窒素施用量」という。）の上限値を設定していること。 
肥  料 ・たい肥などの有機物の施用基準を設定し、土づくりを基本としていること。 

・化学肥料（窒素成分）施用量の上限値を設定していること。 
農  薬 ・化学合成農薬の有効成分使用回数を設定していること。 
その他 ・水稲は、有人航空防除をしないこと。 

・ばれいしょは、茎葉枯凋剤を使用しないこと。 
 
 
５ 登録手続き等の流れ 

 

北海道安心ラベル

北海道クリーン農業推進協議会
http://www.yesclean.jp/

生産集団名 □□□□□□□□□□

代表者名（任意） □□□□□□□□

登録番号 第□□□□□□□号

連絡先 □□□□□□□□□□

住所 □□□□□□□□□□

電話番号 □□□□□□□□

化学肥料使用量（窒素成分/10a） ○kg以下

慣行レベルとの比較 ○割以上減

化学合成農薬成分使用回数 ○回以下

慣行レベルとの比較 ○割以上減

集団ＵＲＬ等（任意）
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              特別栽培農産物に係る表示ガイドラインの概要 

 

 「特別栽培農産物に係る表示ガイドライン」とは、農薬や化学肥料を使用しない農産

物や使用を節減して栽培された農産物の生産や表示について、生産、流通、販売に

携わる人たちが守るべき一定の基準を定めたものです。  

 

１ 適用対象 

  次の品目で不特定多数の消費者に販売されているものをいいます。 

 ・ 野菜・果実（加工したものを除く。） 

 ・ 乾燥調製した穀類・豆類・茶等  

 

２ 生産の原則 

  農業の自然循環機能の維持増進を図るため、化学合成された農薬及び肥料の使

用を低減することを基本として、次の２点を生産の原則とします。 

 （１）土壌の性質に由来する農地の生産力を発揮させる。 

 （２）農業生産に由来する環境への負荷をできる限り低減した栽培方法を採用して生

産する。 

 

３ 特別栽培農産物とは 

  上記の生産の原則に基づくとともに、その農産物が生産された地域の慣行レベル

（各地域の慣行的に行われている節減対象農薬及び化学肥料の使用状況）に比べ

て、次の２点を満たす栽培方法により生産された農産物をいいます。 

 （１）節減対象農薬の使用回数が５割以下 

 （２）化学肥料の窒素成分量が５割以下  

 

４ 特別栽培農産物の表示例  

農林水産省新ガイドラインによる表示 

特別栽培農産物 
節減対象農薬※：当地比５割減 
化学肥料(窒素成分)※：当地比５割減 
栽培責任者：○○○○ 
住   所：北海道○○郡○○町△△ 
連 絡 先：TEL□□□－□□□－□□□□ 
確認責任者：△△△△ 
住   所：北海道○○郡○○町◇◇◇ 
連 絡 先：TEL□□□－□□□－□□□□ 
節減対象農薬の使用状況注 

 

節減対象農薬の使用状況 

使用資材名 用途 使用回数 

○○○ 

▽▽▽ 

◇◇◇ 

殺菌 

殺虫 

除草 

１回 

２回 

１回 

※ 節減対象農薬、化学肥料を使用しなかった場合
「栽培期間中不使用」と表示。 

注 一括表示の枠外に表示できない場合、ホームペ
ージアドレス等情報の入手方法を記載する。 

※ 使用資材名は原則として商品名
ではなく、主成分を示す一般名称と
する。 

（一括表示の枠外に表示する場合） 
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日本農林規格(有機ＪＡＳ規格)の概要 

（平成 12 年 1 月 20 日農林水産省告示第 59 号制定） 

 

 

（目的） 

第１条 この規格は、有機農産物の生産の方法についての基準等を定めることを目的

する。 

 

（有機農産物の生産の原則） 

第２条 有機農産物は、次のいずれかに従い生産することする。 

（１）農業の自然循環機能の維持増進を図るため、化学的に合成された肥料及び農薬

の使用を避けることを基本として、土壌の性質に由来する農地の生産力（きのこ類の

生産にあっては農林産物に由来する生産力、スプラウト類の生産にあっては種子に

由来する生産力を含む。）を発揮させるとともに、農業生産に由来する環境への負

荷をできる限り低減した栽培管理方法を採用したほ場において生産すること。 

（２）採取場（自生している農産物を採取する場所をいう。以下同じ。）において、採取

場の生態系の維持に支障を生じない方法により採取すること。 

 

（有機農産物の生産の方法についての基準）（概要） 

（ほ場） 

・ 周辺から使用禁止資材が飛来し、又は流入しないよう管理されたほ場で、は種又は

植付け前２年以上の間、規定された肥培管理等の基準に従い農産物の生産を行っ

ていること。 

（肥培管理） 

・ 禁止された化学肥料は使用せず、認められた肥料や土を改良する資材だけで土づ

くりされていること。 

（有害動植物の防除） 

・ 害虫、病気、雑草対策は農薬を使用しない方法で管理すること。 

・ 農産物に重大な損害が生ずるおそれがある場合には、認められた農薬に限り使用

することができる。 
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環境保全型農業直接支払交付金の概要 
 
１ 経 過 
○ 国は平成２３年度に、「農地・水・環境保全向上対策」から営農活動支援事業を分離し、化学
肥料、化学合成農薬を原則５割以上低減する取組と合わせて、地球温暖化防止や生物多様
性保全に効果の高い営農活動に対する支援を行う「環境保全型農業直接支払交付金」制度
を創設。 

○ 平成２６年度に、農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るため、多面的機能支
払、中山間地域等直接支払及び本対策を日本型直接支払制度として位置づけ、平成２７年
度からは、「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に基づく制度として実施。 

 
２ 内 容 
  化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減する取組と合わせて、地球温暖化防止や生物
多様性保全等に効果の高い営農活動に取り組む場合に支援。 

（１）対象者 
   農業者の組織する団体その他の農林水産省令で定める者 
（２）支援対象取組 

対象の取組 取組内容 
交付 
単価 

有機
農業 

そば等雑穀、飼料作物以外 (注 1) 国際水準の有機農業を実施する移行期の
取組（JAS 認証不要） 

14,000 
そば等雑穀、飼料作物 3,000 

堆肥の施用 (注 2) 
土壌診断を実施し主作物の栽培期間の前
後いずれかに堆肥を農地へ施用する取組
（水田 0.5t、畑 1t/10a 以上） 

3,600 

緑肥の施用 (注 2) 
カバークロップ、リビングマルチ、草生栽培
のいずれかの取組 

5,000 

総合防除 (注 2、3) 
ＩＰＭ実践指標の６割以上を達成するととも
に、畦畔機械除草や交信攪乱剤の利用等
の活動を実施する取組 

4,000 

炭の投入 
炭を農地へ施用する取組 
（50kg または 500L/10a 以上） 

5,000 

栽培期間中の化学肥料・化学合成農薬
不使用栽培 (注 3) 

生産過程等において、化学肥料・化学合
成農薬を使用せずに主作物を栽培する取
組 

5,000 

地域特認取組 
地域の環境や農業の実態等を踏まえ、地
域を限定した取組 (注 4) 

別途設定  

 (注 1)このうち炭素貯留効果の高い有機農業を実施（堆肥の施用、緑肥の施用、炭の投入のいずれか）する場合、2,000

円を加算  
 (注 2)主作物が水稲の場合、長期中干しや秋耕等のメタン削減対策をセットで実施が必要  

 (注 3)品目により交付単価が異なる。 

 (注 4)都道府県の申請と国の承認が必要 

 
（３）負担割合 
   国：１／２、道：１／４、市町村：１／４ 
 
（４）交付ルート 
   都道府県、市町村を通じて農業者の組織する団体等へ支払い 

国 

市
町
村 

都
道
府
県 

農
業
者
の
組
織 

す
る
団
体 

農
業
者 
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農業における環境負荷低減事業活動実施計画の認定について 

 

 

１ 環境負荷低減事業活動実施計画とは 

「環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進

等に関する法律（令和 4 年法律第 37 号）」に基づき環境負荷低減事業活動を行おう

とする農業者等は、『環境負荷低減事業活動実施計画』、『特定環境負荷低減事業

活動実施計画』を作成し、都道府県知事の認定を受けることができる。 

 

２ 認定の対象となる環境負荷低減事業活動 

（１）土づくりと化学肥料・化学農薬の削減を一体的に行う事業活動 

（２）温室効果ガスの排出量の削減に資する事業活動 

（３）その他 

 

３ 環境負荷低減事業実施計画等の認定手続きについて 

「農業における環境負荷低減事業活動の実施に関する計画等の認定要領」に基

づく手続が必要。 
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